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平成19年度　滋賀産業保健推進センター調査研究報告書

滋賀県下における長時間労働者の面接指導制度の実施状況と課題について

 滋賀産業保健推進センター：木村　隆、金森雅夫、寺澤嘉之、

 中西一郎、河津雄一郎、杉本寛治

Ⅰ　はじめに

　平成18年度から「長時間労働者への医師による面接指導制度」が開始されたが、問題となって

いる時間外労働そのものを短縮する動きは鈍い。また、従来の裁量労働制、フレックスタイム、

変形労働時間制の導入に加え、昨今、一定の収入があるホワイトカラー労働者に対する自主的な

労働時間除外を目指す動きもあり、長時間労働をさらに助長する可能性がある。

　本調査研究は、事業者や産業医が現在の「長時間労働による面接指導制度」等の実施状況と問

題点を調査することにより、平成20年度からは50人未満の事業場においても対象となる長時間労

働対策の進める上での課題や改善策、労働者の自己健康管理の方向性を明らかにし、さらには、

今後導入が予定されている50人未満の事業場やホワイトカラーエクゼンプション等が内包する課

題を示す一方、産業保健推進センターとしての支援対象を明確にするものである。

Ⅱ　対象と方法

　滋賀県下で当センターに登録されている50人以上の事業場の担当者に対して「長時間労働によ

る面接指導制度」に関する別紙の無記名調査票１を送付、返信用封筒で回答を回収し、その実態

を調査した。同様に登録されている産業医に対しても、別紙の無記名調査票２を送付、返信用は

がきで回答を回収し、その実態を調査した。なお調査票は平成19年8月31日に発送し、回答締め

切りを9月30日とした。
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Ⅲ　調査結果と考察

１．事業場

　送付した1307通の調査票のうち628通が回収され、回答率は48％であった。人事労務担当者と

衛生管理者からの回答で90％以上を占めた（図１）。

　回答事業場の業種の内訳は、製造業が圧倒的に多く49.2％、サービス業10.4％、卸売・小売業

9.7％、医療・福祉関係7.1％、運輸業5.8％、建設業4.6％が主なものであった（図２）。これらの

業種については一部業種ごとの解析も試みた。

常用労働者数は、50人未満の事業場18.5％、50 ～ 99人34.3%、100 ～ 299人33.8％と、中小規模事

業場からの回答が多かった（図３）。

図１　回答者の職種
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図２　回答事業場の業種
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　産業医は533（79.6％）の事業場で選任されていたが、産業医の訪問は毎月より頻度が少ない

不定期な事業場が多かった（図４）。産業医の専門は内科が71.5％と主流であったが、産業医学・

労働衛生コンサルタントという専門性の高いもの6.1％が続いた。

　看護職は27％の事業場で活用されており、常勤が多数を占めた（図５）。

　健診時や復職時に産業医による就業上の措置は27.7％の事業場では未だ実施されていなかった

（図６－１）。とくに、事業場外で労働する機会の多い業種において未実施が多かった（図６－２）。

事業場規模別では大きいほど実施率が高かったが、50人未満でも31.4％が実施されており、小規

模事業場でも実施可能であることが明らかとなった（図６－３）。産業医の出動頻度では多いほ

ど実施されていたが、週４日以上勤務で実施されていない事業場が13.2％ある一方、ほとんど来

ていない事業場でも半数近くが実施されており、医師の出動頻度だけでなく事業場の取り組み姿

勢にもよると思われた（図６－４）。

　時間外労働の記録は就業形態にかかわらず一般社員ではほとんど何らかの方法で記録されてい

たが、「まとめて自己申告」が12.7％あり、サービス残業の発生要因と思われた。一方、管理職

では29.1％が記録されていなかった。長時間労働の面接指導法制化は18.5％で認識されておらず、

今後も広報が必要と思われた。
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図４　回答事業場での産業医の勤務頻度
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図５　回答事業場での看護職の勤務頻度
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図６－１　定期健康診断や、病気休業後の復職に際し、産業医による就業制限の実施状況
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図６－３　事業規模別産業医による就業制限実施状況

 実施
 25.0%

 実施
 85.7%

 実施
 67.7%

 実施
 63.9%

 実施
 57.6%

 実施
36.0%

 実施
 31.4%

一部実施
 12.7%

一部実施
 15.6%

一部実施
 14.8%

一部実施
 19.4%

一部実施
 19.4%

一部実施
 7.1%

一部実施
 50.0%

未実施
 37.3%

未実施
 37.9%

未実施
 20.2%

未実施
 11.1%

未実施
 9.7%

未実施
 7.1%

未実施
 25.0%

わからない
 9.8%

わからない
 5.2%

わからない
 5.4%

わからない
 2.8%

わからない
 3.2%

 その他
 8.8%

 その他
 5.2%

 その他
 2.0%

 その他
 2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3000人以上

1000～2999人

500～999人

300～499人

100～299人

50～99人

50人未満



－ 8－

図６－４　産業医の勤務頻度別産業医による就業制限実施状況
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図７－１　長時間労働者の面接指導実施体制の構築状況

以前から
 21.8%

法改正を受けて
 21.1%

未実施
 25.4%

 対象者なし
 30.0%

 わからない
 1.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

以前から
 10.8%

以前から
 14.6%

以前から
 21.7%

以前から
 26.3%

以前から
 22.8%

以前から
 17.2%

法改正を受けて
 28.3%

法改正を受けて
 31.0%

法改正を受けて
 21.1%

法改正を受けて
 12.3%

法改正を受けて
 6.3%

法改正を受けて
 3.3%

未実施
 34.2%

未実施
 21.3%

未実施
 31.0%

未実施,
 30.8%

未実施
 39.6%

未実施
 25.0%

 対象者なし
 44.6%

 対象者なし
 37.5%

 対象者なし
 40.0%

 対象者なし
 18.4%

 対象者なし
 27.1%

 対象者なし
 20.7%

 わからない
 1.5%

 わからない
 2.1%

 わからない
 10.0%

 わからない
 0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス業

医療・福祉

卸売・小売業

運輸業

製造業

建設業

図７－２　業種別面接指導実施体制の構築状況



－ 10 －

図７－３　事業規模別面接指導実施体制の構築状況
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　面接指導体制がまだ構築されていない事業場が多かったが、実施の必要性がないと考えられる

対象者のいない事業場では構築されていないようであった（図７－１）。検討した業種では、建設、

製造、運輸業では約半数が構築されていたが、卸売・小売業、医療・福祉、サービス業では「対

象者がいない」という回答が、運輸、医療・福祉、サービス業では「構築されていない」という

回答が多かった（図７－２）。これらの業種は労働者が社外で業務に従事することが多いことか

ら、体制の構築が困難とも考えられた。規模別では大きくなるほど構築されており、また、法改

正以前より構築されていた（図７－３）。規模が小さい事業場ほど対象者がいないという回答が

多かった。産業医の出動頻度が高いほど構築されていたが、これは事業場規模を反映していると

思われる。看護職の活用も事業規模を反映していると考えられた。法改正以前から構築している

ところでは、管理職についても客観的方法で記録されていた（図７－４）。就業形態別に面接指

導対象を見ると、一般職270件（100％）に対して管理職118件（43.7％）、フレックス制は144回

答中50件（34.7％）、裁量労働制61回答中19件（31.1％）、見なし労働制87回答中15件（17.2％）と、

面接指導対象は通常就労形態に比べ低かった（図８）。

図８　就業形態別面接指導実施状況
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図９－１　医師による面接指導の実績
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図９－２　業種別医師による面接指導の実績
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　面接指導の実施実績は57.35％で、分析した業種では、医療・福祉、サービス業で実施実績が

低かった（図９－１、９－２）。事業場規模が大きいほど、産業医の出動頻度が高いほど、看護

職がいるほど、面接実績があったが、時間外の記録方法は関連しなかった。面接指導はおおむね

月当たり５人未満であったが、100人以上の事業場も２ヶ所存在した。最近の傾向としては減少

傾向とのことであった。

　面接対象とする時間外労働時間は事業場により多様であった（図10）。

図10　面接指導対象とする時間外労働時間の設定
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図11　面接指導の対象とする場合についての本人の申し出の必要の有無
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　面接の実施に際し、本人の申し出を必要とする事業場は少なく、リスクマネジメントと捉えて

いる事業場が多いことが推測された。また、事業場規模、産業医の出動頻度、看護職の活用別で

も一定の傾向はなく、申し出の要否は事業場の考え方によると思われた（図11）。

　面接指導の連絡調整は人事労務担当者が中心をなしているが、様々な職種がかかわっており、

事業場規模が大きくなると看護職や産業医が活用されているようであった（図12－１、12－２、

12－３、12－４）。

　面接場所は事業場内が多かったが、産業医の所属する医療機関も一定数あり、事業場や産業医

の事情に対応していると思われた。また、事業場規模が大きいほど事業場で実施する率が上昇し

た（図13－１、13－２）。
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図12－１　面接指導の通知等の担当者
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図12－２　事業規模別面接指導の通知等の担当者
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図12－３　産業医の勤務頻度別面接指導の通知等の担当者
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図12－４　看護職の有無別面接指導の通知等の担当者

図13－1　 面接指導の実施場所
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図13－2　 事業規模別面接指導の実施場所

　面接指導の結果は概ね有効な形で事業場に報告されていたが、８事業場では事業場に報告され

ていなかった。就業制限の意見は20.0％の事業場で提出されていたが、事業場規模が大きいほど

出される頻度が高く（図14－１、14－２）、産業医の出動頻度や看護職活用の有無の影響より大

きいので（図14－３、14－４）、就業制限の意見の有無は産業医の能力や取り組み姿勢より事業

場の過重労働に対する取り組み姿勢が反映されていると思われた。

　産業医の意見は概ね適正に処理されているようであったが、事業場規模が大きいほど意見がそ

のまま採用され、小規模になると実態に合わせて変更され採用されているようであった（図15－

１）。
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図14－１　 面接後、産業医からの就業制限意見の有無
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図14－２　事業規模別産業医の意見の有無
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図14－３　産業医の勤務頻度別産業医の意見の有無
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図14－４　看護職の有無別産業医の意見の有無

図15－1　就業制限意見の実施状況
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図15－2　事業規模別就業制限の意見の実施状況

　多くの事業場では面接指導の実施が健康管理に有効性を発揮しているのは一部と思われたが

（図16）、業種間他、事業場の属性による違いは明らかではなかった。

　面接指導の結果が衛生委員会で報告されていない事業場もあり、今後も指導が必要と感じられ

た（図17－１）。業種別分析では医療・福祉では報告がなされていないようであったが（図17－２）、

事業規模、産業医の出動頻度、看護職の有無、時間外の記録方法では差はなかった。

図16　面接指導実施による長時間労働への影響
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図17－１　面接指導の結果は衛生委員会で審議されているか

報告され、対策を話し合っている
30.0%

報告され、対策を話し合っている
50.0%

報告され、対策を話し合っている
37.5%

報告され、対策を話し合っている
33.5%

報告され、対策を話し合っている
27.3%

報告されるのみ
 17.7%

報告されるのみ
 18.2%

報告されるのみ
 31.3%

報告されるのみ
 25.0%

報告されるのみ
 20.0%

報告なし
 25.3%

報告なし
 18.2%

報告なし
 25.0%

報告なし
 20.0%

報告なし
50.0%

わからない
 9.1%

わからない
 3.8%

わからない
 16.7%

わからない
 20.0%

わからない
 25.0%

その他
 27.3%

その他
 1.6%

その他
 6.3%

その他
 8.3%

その他
 25.0%

その他
 10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス業

医療・福祉

卸売・小売業

運輸業

製造業

建設業

報告され、対策を話し合っている
 33.9%

報告されるのみ
 18.0%

報告なし
 24.6%

わからない
 10.7%

その他
 12.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

図17－２　業種別面接指導結果の衛生委員会での審議状況

　産業医への長時間労働者の報告は60.3％であり、さらなる普及を目指して指導が必要と思われ

た（図18－１）。分析した業種では、運輸、サービス業で低値を示した（図18－２）。事業場規模

が大きくなるほど、産業医の出動頻度が高いほど、看護職がいる職場ほど、報告率は向上した。

　産業医からの面接指導の勧奨は58.8％であるが、産業医への報告状況によると思われる（図19

－１）。分析した業種のうち、勧奨率が低いのは運輸業、卸売・小売、医療・福祉、サービス業で（図

19－２）、事業規模が大きいほど、産業医の出動頻度が多いほど、看護職がいるほど、勧奨され

ていた。
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図18－１　産業医に長時間労働従事者が定期的に報告されているか
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図18－２　業種別産業医への長時間労働従事者報告状況
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図19－１　産業医から長時間労働者の面接指導が勧奨されているか
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図19－２　業種別産業医による面接指導の勧奨状況
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２．産業医

　送付した412通の調査票のうち220通が回収され、回答率は53.4％であった。これらのうち長時

間労働の面接指導等安全衛生法の改正を知っていたのは66.4％で、今後も広報活動が必要と思わ

れた。回答者のうち事業場に選任されている産業医は71.8％（158名）で、それらについて以下

の回答集計を示す。

　担当事業場規模は50 ～ 99人24.7％、100 ～ 299人36.1％と中小事業場が多かった。長時間労働

対策の実施率は約60.8％であった。面接指導の実施経験は52.5％で、面接指導を担当する産業医

等が相当数育っていると考えられた。意見書の提出は34.2％に経験されていた。面接指導が効果

的とする意見は18.4％と少なく、事業場や就労環境の改善努力が必要と考えられた（図20）。

図20　事業場規模別
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　　　　面接指導後の意見書提出実績

　　　　面接指導の効果

Ⅳ　まとめ

　長時間労働の面接指導の実施は未だ十分と言い難く、今後も広報活動が必要と思われた。大規

模事業場、製造業では対応できている事業場が多かったが、中小事業場や運輸、卸売小売業、医療・

福祉、サービス業に対しては、事業特性の分析とそれに基づいた支援が必要と思われた。平成20

年度から始まる50人未満の事業場における面接指導の実施については、今回調査した小規模事業

場において産業医の所属する医療機関にて面接指導を実施するなど工夫されていたことより、十

分可能と考えられる。一方、大規模な事業場ほど面接指導の経験が蓄積されていることから、そ

のような事業場でのノウハウを50人未満の事業場に移植できるよう、大規模事業場産業医等の人

材を活用することでより効果的な過重労働対策が実現できると思われる。しかしながら、面接指

導の効果については疑問視する意見も多く、より一層の長時間労働削減活動が必要と考えられた。
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認定産業医の先生にお送りしています

□アンケートに協力します（レを入れ、以下にご記入ください）

□アンケートに協力できません（レを入れ、以下の７にご記入下さい）

昨年、労働安全衛生法が一部改正され、月当たり100時間以上の時間外労働があり、さらに二つ

の要件を満たす場合は、医師による面接指導を実施することになりましたが、ご存知でしたか？

（以下、該当番号に○又は記入ください。）

　　１．知っている　　　２．知らない

産業医として選任されている事業所をお持ちですか？

　　１．あり　　　２．なし　　　３．わからない

「１．あり」とお答えの先生は、ご担当の事業所（複数ある場合は代表的な事業所）での長時間

労働対策等について以下の質問にお答えください。

「２．なし」「３．わからない」とお答えの先生は６．にお進みください。

１．ご担当の事業所の規模をお教えください。

　　１．50人未満　　２．50－99人　　　３．100－299人　　４．300－499人

　　５．500－999人　６．1000－2999人　７．3000人以上

２．ご担当の事業所では医師による面接指導を含む長時間労働対策が実施されていますか？

　　１．実施されている　　２．実施されていない　　３．わからない

３．ご担当の事業所では医師による面接指導の実績がありますか？ある場合は１ヶ月当たりのお

よその実績をお答えください。

　　１．あり　１ヶ月当たり（　　）名　　２．なし　　３．わからない

４．医師による面接指導を実施した後は、必要であれば事業者に意見書の提出をすることになっ

ております。ご経験のある場合は１ヶ月当たりのおよその実績をお答えください。

　　１．あり　１ヶ月当たり（　　）名　　２．なし　　３．わからない

５．面接指導は長時間労働による健康障害予防に効果があったとお考えですか？

　　１．効果あり　２．効果なし　３．どちらともいえない　４．わからない

６．事業所での長時間労働対策について、ご意見のある先生はお書きください。

７．アンケートに協力できない理由を可能であればお書きください。
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「長時間労働者に対する医師による面接指導」に関するアンケート（事業者用）

次の質問に該当する場合には、該当番号に○又は必要事項を記載ください。

問１　お答えいただく方の職種をお教え下さい（複数回答可）

１）人事・労務担当者、２）衛生管理者、３）看護職、４）その他（　　　　　）

問２　貴社の主な業種をお教え下さい

１）農業、２）林業、３）漁業、４）鉱業、５）建設業、６）製造業、７）電気・ガス・熱供給・水道業、

８）情報通信業、９）運輸業、10）卸売・小売業、11）金融・保険業、12）不動産業、13）飲食店・宿泊業、

14）医療・福祉、15）教育・学習支援業、16）複合サービス事業、17）サービス業（他に分類されない

もの）、18）公務（他に分類されないもの）、19）分類不能の産業

問３　事業場に常用労働者数は何人くらいおられますか

１）50 人未満、２）50 人から 99 人、３）100 人から 299 人、４）300 人から 499 人、

５）500 人から 999 人、６）1000 人から 2999 人、７）3000 人以上

問４　産業医を選任されていますか

１）選任している（　　　　　人）、２）選任していない、３）わからない

選任されている場合は、問４－１、問４－２をお答え下さい

問４－１　産業医の勤務頻度をお教え下さい

１）週４日以上（常勤を含む）、２）週に１回～３回程度勤務、３）月に１回～３回程度勤務、

４）年に数回もしくは不定期に訪問する、５）ほとんど来ない、６）わからない、７）その他（　　　　　）

問４－２　産業医の専門科をお教え下さい

１）内科、２）心療内科、精神科、３）小児科、４）外科、５）整形外科、６）皮膚科、７）泌尿器科、

８）産婦人科、９）眼科、10）耳鼻いんこう科、気管食道科、11）放射線科、12）産業医学、労働衛生

コンサルタント、13）その他、14）わからない

問５　看護職（保健師、看護師、准看護師など）はおられますか

１）いる（　　　　　人）、２）いない、３）わからない
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おられる場合は、問５－１をお答えください

問５－１　看護職の勤務頻度（延べ日数）をお教え下さい

１）週４日以上（常勤を含む）、２）週に１回から３回程度勤務、３）月に１回から３回程度、

４）年に数回もしくは不定期に訪問する、５）ほとんど来ない、６）わからない、７）その他（　　　　　）

問６　定期健康診断や病気休業後の復職に際し、産業医による就業上の措置（就業制限）が実施されて

いますか

１）実施している、２）一部実施している、３）実施していない、４）わからない、

５）その他（　　　　　）

問７　時間外労働時間をどのように記録されていますか

７－１　一般社員について：

１）記録していない、２）社員自らが記録（タイムカード、社員証のスキャンなど）、

３）客観的な記録（業務用パソコンのログなど）、４）まとめて自己申告、

５）その他（　　　　　）

７－２　管理職について：

１）記録していない、２）社員自らが記録（タイムカード、社員証のスキャンなど）、

３）客観的な記録（業務用パソコンのログなど）、４）まとめて自己申告、

５）その他（　　　　　）

７－３　フレックス社員について：

１）フレックス制は導入していない、２）記録していない、

３）社員自らが記録（タイムカード、社員証のスキャンなど）、

４）客観的な記録（業務用パソコンのログなど）、５）まとめて自己申告、

６）その他（　　　　　）

７－４　裁量労働制の社員について：

１）裁量労働制は導入していない、２）記録していない、

３）社員自らが記録（タイムカード、社員証のスキャンなど）、

４）客観的な記録（業務用パソコンのログなど）、５）まとめて自己申告、

６）その他（　　　　　）
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７－５　みなし労働時間制の社員について：

１）みなし労働時間制は導入していない、２）記録していない、

３）社員自らが記録（タイムカード、社員証のスキャンなど）、

４）客観的な記録（業務用パソコンのログなど）、５）まとめて自己申告、

６）その他（　　　　　）

問８　平成 18 年度に労働安全衛生法が改正され、長時間労働者に対して医師による面接を実施するこ

とになったことをご存知ですか

１）知っている、２）知らない

問９　長時間労働者の面接指導を実施する体制が構築されていますか

１）以前からしていた、２）法改正を受けた始めた、３）していない、４）対象者がいない、

５）わからない

面接指導を実施されている場合だけお答え下さい

問 10　貴事業場で面接指導の対象者とされている社員をお教え下さい（複数回答可）

１）一般労働者、２）フレックスの社員、３）裁量労働者、４）みなし労働時間制の労働者、

５）管理職、６）その他、７）わからない

問 11　医師による面接指導の実績がありますか

１）実績あり　延べ人数（　　　）名程度、２）実績なし、３）わからない

ある場合、問 11 －１、11 －２をお答え下さい

問 11 －１　医師による面接指導は平均して１ヶ月あたり何人程度されていますか

１）５人未満、２）５人から 49 人、３）50 人から 99 人、４）100 人以上、５）わからない

問 11 －２　今年度の面接指導対象者数の傾向をお教え下さい

１）増えている、２）減っている、３）変わらない、４）わからない

問 12　貴事業場で面接指導の対象とする時間外労働時間の規定をお教え下さい

　　　（複数回答可）

１）直　近　　１ヶ月間で 100 時間以上　　４）その他（　　　　　　　　　　）

２）直　近　　２ヶ月間で 80 時間以上

３）直　近　　　ヶ月間で　時間以上

問 13　面接指導の対象者とするのに、本人の申し出を必要としていますか

１）すべて必要、２）すべて不要、３）規定の時間未満は必要、４）その他（　　　　）
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問 14　面接指導の通知や時間調整はどなたが担当されていますか（複数回答可）

１）人事・労務担当者、２）衛生管理者、３）産業看護職、４）産業医、５）職場の上司、

６）その他（　　　　　）

問 15　面接指導はどちらで実施されていますか

１）事業場内、２）産業医の所属する医療機関、３）産業医以外の医師の医療機関、

４）その他（　　　　　）

問 16　面接指導（意見書）の結果はどちらに報告するようにしていますか（複数回答可）

１）人事・労務担当者、２）上司、３）衛生管理者、４）誰にも報告していない、５）わからない、６）

その他（　　　　　）

問 17　面接後、産業医から就業制限の意見を出されたことはありますか

１）ない、２）ある、３）わからない、４）その他（　　　　　）

問 18　就業制限の意見は実現されていますか

１）産業医の意見どおりに就業制限を実施している、２）産業医の意見を参考にして、人事・労務部門

が就業制限を実施している、３）反映されていない、４）わからない、５）その他（　　　　　）

問 19　面接指導の実施によって長時間労働にどのような影響がありましたか

１）面接指導の対象者が減ってきた、２）長時間労働が減ってきた、３）病気休業の数が減ってきた、４）

病気の早期発見、早期治療につながった、５）変化なし、６）わからない、７）その他（　　　　　）

問 20　面接指導の結果は、衛生委員会で審議されていますか

１）報告され、対策を話し合っている、２）報告がされるだけで、対策は話し合っていない、３）報告

されていない、４）わからない、５）その他（　　　　　）

問 21　産業医に長時間労働従事者が定期的に報告されていますか

１）されている、２）されていない、３）わからない、４）その他（　　　　　）

問 22　産業医から長時間労働者の面接指導が勧奨されていますか

１）されている、２）されていない、３）わからない、４）その他（　　　　　）

以上でアンケートを終了します。ご協力ありがとうございました。
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